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はじめに 

 

 本市は、過去２度にわたり財政再建準用団体に陥り、その苦渋の中で数々の今日

的行政改革を先行実施してきたことに加え、日本経済の発展を基盤として本市収入

の根幹をなす市税収入は増加を続け、将来を見据えて基金醸成を行いながらも、都

市機能の高度化に向けた基盤整備事業の推進を始め、時代潮流による福祉・教育を

中心とするソフト施策の充実、さらには市民生活に直結し最重要課題であった第２

清掃工場の建設とその周辺環境対策の推進などに努めてきた。 

 しかし、バブル経済崩壊の影響が本格化し始めてからは、政府の数次にわたる経

済対策も景気回復に結びつかず、市税収入は平成９年度をピークに毎年減少し続け、

また、地方交付税も本来の財源保障機能を果たさなくなり、過去に類を見ない経常

一般財源収入が減少するという事態になってきている。加えて日本経済のデフレ傾

向や高齢化の進展、労働力人口の減少なども顕著となり、本市では、平成１２年２

月をピークとする人口減少も重なる中、歳出面においては、過去の公共事業拡大や

恒久的な減税などの影響に伴う公債費は増加を続け、福祉・医療を中心とする扶助

的経費も増加の一途をたどるなど、財政状況は止まることなく悪化している。 

 こうした状況に対応すべく、平成１０年度に行政改革大綱を定め、簡素で効率的

な行財政運営に向けた変革に取り組んできたところであるが、自ら経済対策を講じ

る術も無い中においては、歳出抑制を中心に対応せざるを得なく、平成１１年度予

算から５年連続でマイナスシーリングを行うなど、積極的にその推進を図ってきた

が、歳入のベースをなす経済情勢はデフレ化という予測し得ない事態にまで悪化し、

歳出抑制も決して抜本的な改革までには至っていないのが現状である。 

 今後においても、少子高齢化対応を中心とする扶助的経費の増高は抑えることが

できず、また都市基盤の整備や既存施設の維持を含む一定の投資的事業は行政とし

て必要不可欠であり、さらに政府は、構造改革における三位一体改革の中で、行政

の徹底した効率化と縮減・合理化による地方財政全体の規模縮小を進めようとして

おり、その影響が大きく懸念されるところである。このような状況で現在の行政水

準を維持すると、これまで長期的な視点で積み立ててきた貴重な調整財源としての

財政調整基金や減債基金などが、数年後には無くなってしまうのみならず、平成 

２２年度には三度財政再建準用団体に転落することも想定されるところである。 

 そこで、この厳しい財政状況を乗り切るとともに、新たな市民ニーズや将来のま

ちづくりに対応し自主・自立の自治体経営を行っていくため、「歳入に見合う歳出」

という原則を改めて意図する中で、「これまでの行財政運営を根本から見つめ直し、

行財政システムの構造を抜本的に改革する」ことを主眼として、財政健全化プログ

ラムを策定するものである。 

 なお、本プログラムは、平成１４年度に策定した「河内長野市財政健全化計画(案)」

の主旨に則り、その具体化を図る方向で策定を行うものとする。




